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１ 陳情の審査 

 （１）陳情第２７号 安全・安心の医療・介護の実現のため夜勤改善と大幅

増員を求める陳情 

 

資料１  病院勤務医の就労実態について 等 

資料２  医療保険制度及び介護保険制度の自己負担額について 
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１　夜勤の状況

 ● 平成30年6月における病院医師の夜勤回数は、3～4回が最も高い割合を占める。

　

図１　夜勤の回数（病院勤務・常勤）

（厚生労働省委託「医療勤務環境改善マネジメントシステムに基づく医療機関の取組に対する支援の充実を

図るための調査・研究事業報告書」より）

２　時間外労働の状況

 ● 平成30年6月における時間外勤務時間数は、病院医師では50時間超が全体の約２割

　を占めており、有床診療所医師については０時間の割合が減少している。【図２】

図２　時間外労働時間数（常勤）

（厚生労働省委託「医療勤務環境改善マネジメントシステムに基づく医療機関の取組に対する支援の充実を

図るための調査・研究事業報告書」より）
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３　休日の取得状況

 ● 平成30年6月において医師が実際に休んだ日数は、病院・有床診療所ともに、

　「４日～７日」が最も高い割合を占める。【図３】

図３　実際に休んだ日数（常勤）

（厚生労働省委託「医療勤務環境改善マネジメントシステムに基づく医療機関の取組に対する支援の充実を

図るための調査・研究事業報告書」より）

４　有給休暇取得日数の状況（1年間）

 ● 平成30年の１年間の有給休暇取得日数については、病院医師は「１日～４日」

　「５日～８日」が同率で最も高く、有床診療所医師は「０日」が最も高い割合を

　占める。【図４】

図４　１年間の有給休暇取得日数（病院勤務・常勤）

（厚生労働省委託「医療勤務環境改善マネジメントシステムに基づく医療機関の取組に対する支援の充実を

図るための調査・研究事業報告書」より）
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１　夜勤の状況

 ● 平成29年、平成30年とも、病院勤務の看護師では３交代制が2割台、２交代制が6割台となって

　いるのに対し、有床診療所勤務の看護師については、３交代制が5％未満となっており、夜勤シフ

　トには入っていない割合が1割以上となっている。【表１】

 ● 平成30年6月における看護師の夜勤回数は､３交代制・２交代制、病院・有床診療所のいずれも

　「５～８回」が最も高い割合を占める。【図２】

表１　主な交代制勤務(常勤・非管理職）

（厚生労働省委託「医療勤務環境改善マネジメントシステムに基づく医療機関の取組に対する支援の充実を

図るための調査・研究事業報告書」より）

図１　看護職員の夜勤体制の例

図２　夜勤の回数(常勤・非管理職）

（厚生労働省委託「医療勤務環境改善マネジメントシステムに基づく医療機関の取組に対する支援の充実を

図るための調査・研究事業報告書」より）
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２　時間外労働の状況

 ● 平成30年6月における看護師の時間外労働時間は、病院及び有床診療所ともに「０～５時間」が

　最も高い割合を占める。【図３】

図３　時間外労働時間数（常勤・非管理職）

（厚生労働省委託「医療勤務環境改善マネジメントシステムに基づく医療機関の取組に対する支援の充実を

図るための調査・研究事業報告書」より）

３　休日の取得状況

 ● 平成30年6月において看護師が実際に休んだ日数は、病院・有床診療所ともに「９日以上」が

　最も高い割合を占める。【図４】

図４　実際に休んだ日数（常勤・非管理職）

（厚生労働省委託「医療勤務環境改善マネジメントシステムに基づく医療機関の取組に対する支援の充実を

図るための調査・研究事業報告書」より）
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４　有給休暇取得日数の状況（1年間）

 ● 平成30年の１年間の有給休暇取得日数については、病院看護師は「５日～８日」の割合が最も

　高く、有床診療所看護師は「13日～20日」が最も高い割合を占める。【図５】

図５　１年間の有給休暇取得日数（常勤・非管理職）

（厚生労働省委託「医療勤務環境改善マネジメントシステムに基づく医療機関の取組に対する支援の充実を

図るための調査・研究事業報告書」より）
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１　医師数の推移

 ● 本市における医師従事者数は増加が続いており、平成20年からの10年間で722人（26.1%）、

　平成28年からの2年間で137人（4.1%）増加【表１】

表1　医師従事者数の推移

※ 基準日:各年の12月31日 (厚生労働省｢医師･歯科医師･薬剤師統計｣より)

２　看護職員数の推移

 ● 本市における看護職員従事者数は増加が続いており、平成20年からの10年間で4,209人

　（47.5%）、平成28年からの2年間では1,465人（12.6%）増加【表２】

表2　看護職員従事者数(保健師･助産師･看護師･准看護師)の推移

(厚生労働省｢衛生行政報告例(業務従事者届)｣より)
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３　医療技術者数（理学療法士・作業療法士）の推移

 ● 本市における理学療法士数は増加が続いており、平成14年から15年間で594人（300.0%）増加
　【表５】

 ● 本市における作業療法士数は増加が続いており、平成14年から15年間で293人（311.7%）増加

　【表６】

表5　理学療法士数の推移

（厚生労働省「医療施設調査、病院報告、介護サービス施設・事業所調査」より）

表6　作業療法士の推移

（厚生労働省「医療施設調査、病院報告、介護サービス施設・事業所調査」より）

564

22.6%

387

67

21.1%

26.8%

67,250

9,598

16.6%

3,062

128,542

23,405

22.3%

5,969

1,281

26.2% 20.9%

444

77

20.9%

37.2%

H29年

-

36.7%

H14年 H17年 H20年 H23年 H26年

川 崎 市

31.6% 34.7% 33.8% 29.4%

249

727神奈川県

34,258 45,080 60,705 81,251 105,137

- 10,822 15,625 20,546 23,886

2,709

35.4%

全　　国

1,486

-

-

H20年 H23年

3,668

959

51

25.8%

367

118

47.2%

496

33.4%

1,982

全　　国

20.4%

9,776

57,652

44.5%

8,261

26,820 36,721

9,901

36.9%

神奈川県

川 崎 市

従 事 者 数

対前回増減数

増 減 割 合

従 事 者 数

対前回増減数

増 減 割 合

従 事 者 数

対前回増減数

増 減 割 合

従 事 者 数

対前回増減数

増 減 割 合

-

-

H14年

-

-

198

H17年

-

18,560

37.5%

1,502

210

-

265

-

1,093

410

31.4%

30

123

-

94

55

320

5586

70.0%

従 事 者 数

対前回増減数

増 減 割 合

2,498

559

H29年

181

40.7%

H26年

47,876

11,155

30.4%

4,688

1,020

27.8%

625

27.3%

792

167

2,061

21.2%

437

49.5%

362

従 事 者 数

対前回増減数

増 減 割 合

731

8



医療施設の人員配置基準 

 

１ 医療法等における人員配置基準 

 適正な医療を実施するには一定水準以上の人員を確保する必要があることから、医療法等では、

病院等の医療施設において、患者数に対して確保（雇用）すべき人員の基準が示されている。 

主な人員配置基準（常勤換算） 

 区分等 医師 歯科医師※ 薬剤師 
看護師・ 

准看護師 

理学療法士 

作業療法士 

 一般病床 16：１ 16：１ 70：１ ３：１ 

適当数 

病 
療養病床 48：１ 16：１ 150：１ ４：１ 

院 

外来 
40：１ 

(耳鼻科・眼科
は 80：１) 

病院の実情に

応じて必要と

認められる数 

取扱処方箋の数 

75：１ 
30：１ 

有 

床 

療養病床を有

する診療所 
１人     ４：１   

診 

療 

所 

上記以外の診

療所 
          

※歯科医師の配置基準は、歯科、矯正歯科、小児歯科、歯科口腔外科の入院患者を有する場合。 

【計算例】 

  ア 入院患者数 19 人の療養病床を有する診療所の看護師の場合、19÷4＝4.75 

    → 1 未満の端数は 1 として計算するため、常勤として雇用すべき基準は 5 人となる。 

  イ 療養病床を有しない診療所については、看護師等の配置基準はない。 

 

２ 診療報酬（入院基本料等）における配置基準 

診療報酬制度においては、看護職員の配置数や患者の重症度別の患者割合等に応じて一定の経

済的評価が行われている。看護職員の配置基準は、入院患者を受け持つ看護職員数で、患者数に対

する配置看護師が多くなれば、手厚い看護を行うことができることから、診療報酬上の評価が高

くなる。 

急性期一般入院基本料の看護職員配置基準及び点数 

区分 看護職員の配置基準 点数 

入院料１ ７：１以上 1,591 点 

入院料２～ 

入院料７ 
10：１以上 

1,561 点～ 

1,332 点 

   ※各入院料の算定には、看護職員の配置基準のほか、患者の重症度、平均在院日数等の基準も

満たす必要がある。 

  【計算例】 

入院患者数 40 人で入院料 2 の届出を行う場合、3 交代勤務を前提とすると、 

（40 ÷10）×3＝12 

→ 1 日当たり 12 人以上の看護職員の勤務が必要となる。 
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介護保険制度における主なサービス別人員配置基準 

１．特別養護老人ホーム 

職 種 配 置 基 準 

施設長（管理者） 
常勤で１ 
※社会福祉法第 19 条第１項各号のいずれかに該当する者、社会福祉事業に２年

以上従事した者又はこれと同等以上の能力を有すると認められる者 

管理者 常勤・専従 
医師 必要な数 

生活相談員 
常勤で１００：１ 
※社会福祉法第 19 条第 1 項各号のいずれかに該当する者又はこれと同等以上の

能力を有すると認められる者 

介護職員・看護職員 

３：１ 

※看護職員の数  

30 以下     1 以上 

30 超 50 以下   2 以上 

50 超 130 以下  3 以上 

130 超        3＋（50 を増すごとに 1） 
※ユニット型は、上記に加え、ユニットごとに常時１以上 

栄養士 1 以上 

機能訓練指導員 
1 以上 
※理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッ

サージ指圧師の資格を有する者 

介護支援専門員 常勤で 1 以上（100：1 を標準） 

夜勤職員 

＜従来型＞ 

25 以下        1 以上 

26 以上 60 以下  2 以上 

61 以上 80 以下  3 以上 

81 以上 100 以下  4 以上 

101 以上        4＋（25 を増すごとに 1） 
※ユニット型は、２ユニットごとに１以上 

調理員、事務員その他の職員  適当数 

 

２．短期入所生活介護 

職 種 配 置 基 準 

管理者 常勤・専従 

医師 １以上 

生活相談員 
１００：１ うち１以上は常勤 
※社会福祉法第 19 条第 1 項各号のいずれかに該当する者又はこれと同等以上の

能力を有すると認められる者 

介護職員・看護職員 
３：１ うち１以上は常勤 
※ユニット型は、上記に加え、ユニットごとに常時１以上 

栄養士 １以上 

機能訓練指導員 １以上 

夜勤職員 

＜従来型＞ 

25 以下         1 以上 

26 以上 60 以下  2 以上 

61 以上 80 以下  3 以上 

81 以上 100 以下  4 以上 

101 以上         4＋（25 を増すごとに 1） 
※ユニット型は、２ユニットごとに１以上 

調理員、事務員その他の職員  適当数 
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３．介護老人保健施設 

職 種 配 置 基 準 

管理者 医師又は指定都市の市長の承認を受けた者 

医師 １００：１ うち、１以上は常勤 

薬剤師 適当数 

介護職員・看護職員 
３：１ 
※看護職員の員数は総数の 7分 2程度を標準 

※ユニット型は、上記に加え、ユニットごとに常時１以上 

支援相談員 
1 以上 
※100 を超える場合は、常勤の 1 名に加え、常勤換算方法で 100 を越える部分を

100 で除して得た数以上 

理学療法士、作業療法

士又は言語聴覚士 
入所者の数を１００で除して得た数以上 

栄養士 １以上 
※100 以上の施設では常勤を 1 以上 

介護支援専門員 常勤で１以上（100：1 を標準） 

夜勤職員 
２以上 
※40以下であって、常時、緊急時の連絡体制を整備しているものであれば 1以上 

調理員、事務員その他

の職員 
適当数 

 

４．介護付有料老人ホーム 

職 種 配 置 基 準 

管理者 常勤・専従 

生活相談員 １００：１ 

介護職員・看護職員 

３：１ 

＜看護職員の数＞  

30 以下       1 以上 

30 超 80 以下   2 以上 

80 超 130 以下  3 以上 

130 超        3＋（50 を増すごとに 1） 

機能訓練指導員 
１以上 
※理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッ

サージ指圧師の資格を有する者 

計画作成担当者 専従で１以上（100：1 を標準） 

夜勤職員 １以上 

 

５．認知症対応型共同生活介護 

職 種 配 置 基 準 

管理者 常勤・専従 
※厚生労働大臣が定める研修を修了した者 

介護従業者 ユニットごとに３：１ うち１以上は常勤 

計画作成担当者 １以上  
※厚生労働大臣が定める研修を修了した者 

夜勤職員 ユニットごとに１以上 
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１　労働時間

　　◆ 使用者は、労働者に、休憩時間を除き１週間について40時間を超えて、労働させてはな

　　 らない。

　　◆ 使用者は、１週間の各日については、労働者に、休憩時間を除き１日について８時間を

　　 超えて、労働させてはならない。

２　変形労働時間制

　　◆ 使用者は、労使協定又は就業規則その他これに準ずるものにより、一定の期間を平均し１

　　 週間当たりの労働時間が40時間を超えない定めをしたときは、その定めにより､特定された

　　 週において40時間を超え、又は特定された日において８時間を超えて、労働させることがで

　　 きる。

３　休憩

　　◆ 使用者は、労働時間が６時間を超える場合においては少なくとも45分､８時間を超える場

　　 合においては少なくとも１時間の休憩時間を労働時間の途中に与えなければならない。

　　◆ 休憩時間は、一斉に与えなければならない。ただし、労使協定があるときは､この限りで

　　 はない。

４　休日

　　◆ 使用者は、労働者に対して、少なくとも毎週１日の休日又は４週間を通じて４日以上の

　　 休日を与えなければならない。

５　時間外及び休日の労働

　　◆ 使用者は、労使協定を締結し、これを行政官庁に届け出た場合においては､その協定で定

　　 めるところによって労働時間を延長し、又は休日に労働させることができる。

※育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

１　深夜業の制限

　　◆ 事業主は、小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者であって一定の条件を

　　　満たすものが当該子を養育するために請求した場合においては、午後10時から午前５時

　　　までの間において労働させてはならない。

労働基準法に定められた労働時間等について

育児・介護休業法 に定められた深夜業の制限について※
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１　概要

　　◆ 働き方改革の総合的かつ継続的な推進

　　◆ 長時間労働の是正、多様で柔軟な働き方の実現等

　　◆ 雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保

２　労働時間法制の見直し（平成31年4月1日施行）

　　【目的】

　　　「働き過ぎ」を防ぎながら、「ワークライフバランス」と「多様で柔軟な働き方」を実現

　　① 労働時間の上限規制（労働基準法）

　　　これまで、法律上は残業時間の上限がなか

　　ったが、今回の労働基準法改正により法律で

　　上限を定め、これを超える残業は原則できな

　　くなった。

　　　なお、医師については、改正法施行５年後

　　（令和6年4月）に上限規制を適用することと

　　されており、現在、医療界が参画する場で、

　　検討中である。

　　② 「勤務間インターバル」制度の導入（労働時間等設定改善法）

　　　１日の勤務終了後、翌日の出勤までの間に、一定以上の休息時間（インターバル）を確保する

　　ことを事業主の努力義務とすることで、十分な生活時間・睡眠時間を確保する。

　※その他の改正項目

　　◆ 年５日間の年次有給休暇の取得を、使用者側に義務付け

　　◆ 月６０時間を超える残業の割増賃金率引上げ（中小企業）

　　◆ 全労働者の労働時間の状況について、客観的な方法等で把握できるよう企業に義務付け

　　◆ 「フレックスタイム制」の拡充（労働時間の清算期間の延長）

　　◆ 「高度プロフェッショナル制度」の新設

　　◆ 「産業医・産業保健機能」の強化

働き方改革関連法(平成30年7月6日公布)

厚生労働省「働き方改革～一億総活躍社会の実現に向けて～」より

厚生労働省「働き方改革～一億総活躍社会の実現に向けて～」より
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●総論

・国及び地方公共団体は、国民に対し良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制が確保される

よう努めなければならない。

●国

・良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を図るための基本方針を定める。

・基本方針において、「医療従事者の確保に関する基本的な事項」を定める。

●都道府県

・基本方針に即して、かつ、地域の実情に応じて、当該都道府県における医療提供体制の確保を

図るための医療計画を定める。

・医療計画においては、「医療従事者の確保に関する事項」を定める。

・医師確保対策の実施体制を整備するため、医療計画に二次医療圏及び三次医療圏における医師

確保の方針等に関する事項を記載する。（令和2年4月～）

●医師の確保・養成

・医療対策協議会等による分析・協議を踏まえ、県内医科大学の地域枠出身者や自治医科大学出身

者等を配置することにより、診療科や地域による医師の偏在解消・県内定着を図る。

・県内医師養成数の増加が可能となるよう、国に対し規制緩和を働きかける。

・在宅医療等の医療需要増加に対応するため、研修等の教育の機会を継続的に設け、関係団体と連

携し、在宅医療をはじめとする地域包括ケアにかかわる医師の育成を行う。

・専門研修を希望する医師等に対し、必要な情報を提供する。

・女性医師の出産・育児等と勤務の両立を可能とし、離職防止・復職支援を図るため、働きやすい

就業環境づくりを支援する。

●看護師等の確保・養成

・看護教育の魅力を実感できる研修を実施し、看護教員の志望者の増加を図るとともに、専任教員

の養成を行う。

・在宅医療への従事を希望する看護師等に対して研修を行い、在宅医療に携わる看護職員の確保を

図る。

・看護職員の離職防止・定着促進のため、院内保育等の職場環境づくりに対して支援を行うほか、

勤務環境改善に主体的に取り組む医療機関を支援する。

・県ナースセンターの認知度・利便性を向上させ、就職者数の増加を図る。

●その他の医療従事者（理学療法士、作業療法士等）

・県立保健福祉大学において、質の高い保健・医療・福祉の人材養成を図る。

・県立保健福祉大学の施設・機能を活用し、地域社会への貢献と充実を図る。

・修学資金の貸付を通じて、理学療法士等の確保・定着を推進する。

医療従事者の確保・養成に係る体系及びその取組

２ 神奈川県保健医療計画（要約）

１ 医療法上の役割分担
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　今後、高齢社会が一層進む中で、人口構造の変化や地域の実情に応じた医療提供体制を構築す

るため、地域医療構想との整合性の確保や地域間偏在の是正などの観点を踏まえた医療従事者の

需給の検討が必要であること等を踏まえ、医師・看護職員等の需給を見通し、医療従事者の確保

策、地域偏在対策等について検討する。（事務局厚生労働省）

※平成27年12月より開催

・医療従事者の需給見通し

・医療従事者の確保策、地域偏在対策等について

全国・地域の需給状況や確保のための対策が異なることから、①医師、②看護職員、③理学療法士

・作業療法士ごとに分科会を設置し検討する。

・都道府県における医師確保対策の強化

　都道府県が医療計画を策定するにあたり、都道府県内において確保すべき医師数の目標や、目

標の達成に向けた医師の派遣その他の医師の確保に関する施策を定めることの検討。

・医師養成数について

　医学部定員や労働時間数別に、需給の均衡点を推計。

　都道府県が医療計画を策定するにあたり、離職届出を活用した復職支援や、医療機関の勤務環

境改善による離職防止などの取組を定めることを検討するとともに、需給推計方法のあり方につ

いても検討されてきた。

　令和元年11月15日に看護職員需給分科会の中間とりまとめが公表され、需給推計が示されると

ともに、総数不足への対応策だけでなく、訪問看護や介護分野など領域別及び地域別の偏在調整

について、具体的な対策を検討する必要性が指摘された。

医療従事者の需給に関する検討会

３ 検討手法

１ 目 的

２ 検討事項

４ 医師需給分科会における具体的な検討事項

５ 看護職員需給分科会における具体的な検討事項
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かわさき保健医療プラン〔2018-2023年度〕における取組

 ① 川崎市立看護短期大学の運営  ① 看護師等修学資金の貸付制度(再掲)  ① 川崎市ナーシングセンターの運営
 ② 看護師等養成所運営費補助  ② 川崎市ナーシングセンターの運営 　　支援(再掲)
 ③ 看護師等修学資金の貸付制度 　　支援  ② 院内保育所運営費補助(再掲)
 ④ 看護の日･一日看護体験事業  ③ 院内保育所運営費補助  ③ 看護師等免許所持者の届出制度の活

 ④ 離職率の改善に向けた取組の検討 　　用等による再就業支援の取組の検討

定着促進(離職防止) 潜在看護職の再就業支援新 規 養 成

医療従事者の確保・養成にかかる本市の取組

２ 看護職員確保対策

看護職員確保対策の総合的な推進

１ 働きやすい勤務環境づくりの支援

◆医療の高度化・多様化への的確な対応や地域包括ケアシステムを支える質の高い看護人材の確保・養成

◆市内の看護職員数は増加しているものの、ワークライフバランスに配慮したさらなる取組の推進

◆国において検討が進められている「医療従事者の需給見通し」（30年末確定予定）の動向を踏まえた検討

●院内保育所運営費補助

院内保育施設に対して

運営費補助を行うことで､

市内医療施設に勤務する

看護師等の離職防止及び

潜在看護師の再就業を促

進する（神奈川県との協

調事業として実施）。

●川崎市ナーシングセン

ターの運営支援

市看護協会が運営する

ﾅｰｼﾝｸﾞｾﾝﾀｰの事業（各種

研修・相談・訪問看護師

養成・再就業支援等）に

対して運営費補助を行う

ことで､看護人材の確保及

び看護ﾆｰｽﾞの多様化に対

応する｡

●看護師等免許所持者の

届出制度の活用等による

再就業支援の取組の検討

看護師等免許所持者の

届出制度の周知及び届出

勧奨を行うとともに、市

内における潜在的な看護

職員の状況を分析し、効

果的な再就業支援の取組

について検討する。

●川崎市立看護短期大学

の運営

高卒者等を看護師に養

成する３年課程の「看護

短期大学」を運営(直営)

することで、市域におけ

る看護人材の安定的な供

給を図る(質の高い看護

人材を安定的に確保・養

成するため、４年制大学

化に向けた取組を推進)。

●看護師等養成所運営費

補助

市内の看護師等養成所

に対して運営費補助を行

うことで、看護人材の確

保を促進する。

●看護師等修学資金の貸

付制度

将来、市内の医療施設

への勤務を希望する看護

学生に対して修学資金を

貸与することで、市域に

おける看護人材の確保及

び充実を図る。

●看護の日・一日看護体

験事業

市内の医療施設が実施

する看護体験事業に対し

て事業費補助を行うこと

で、看護に関する認識を

高めるとともに、理解を

深め、看護人材の確保を

図る。

定着促進定着促進 再就業支援再就業支援

再就業支援新規養成 新規養成

現状と課題

現状と課題

◆ 当直明け勤務者への配慮など、さらなる働き方・休み方の改善

◆ 高度なスキルと正確な処置が求められる、医療従事者特有の精神的・肉体的な負担を緩和できる環境づくり

新規養成新規養成

(厚生労働省「勤務環境改善の意義」を元に作成)

●離職率の改善に向けた

取組の検討

川崎市看護協会や医療

機関と連携して、離職理

由の実態を把握するとと

もに、離職率の改善に向

けた効果的な取組につい

て検討する。

新規養成定着促進

・ 医療機関に設置する院内保育所に対する運営費補助

・ 他の実施主体による事業所内保育所の運営支援についての情報発信

・ 各種相談、研修等を行う川崎市ナーシングセンターの運営支援

・ 神奈川県医療勤務環境改善支援センターと連携した取組の検討

・ ワークライフバランスのとれた職場環境の構築に向けた情報発信・普

及啓発 など

16



介護人材確保・定着の取組

取組 めざすべき姿 本市の主な主要施策 

(１)人材の呼び込み 

多様な人材の参入

促進を図り、すそ野

を拡げる 

・介護の魅力の情報発信による介護職のイメージ
アップ 

・家事援助など生活援助に特化した知識等の習得
を目的とする研修制度の推進 

・市民や事業者に向け、福祉・介護に関する普及
啓発の推進 

(２)就労支援 

・就職相談会や無料職業紹介の実施 

・仕事を続けたいシニア層の就労支援の推進 

・介護資格取得者への就労支援の実施 

・潜在的有資格者を掘り起こし、再就職を支援 

(３)定着支援 
長く続けられるよ

う定着促進を図る 

・介護職員のメンタルヘルスケアの実施 

・介護職員の安定した雇用確保と定着支援 

・職場環境の改善への取組 

・外国人介護人材の活用や介護ロボットの導入支援 

(４)キャリアアップ

支援 

専門性を高め、人材

の機能分化を図る 

・福祉・介護従事者向けや、医療的ケアに対応し

た各種研修・講座等の開催 

   

国や県の基盤整備 処遇改善加算や介護報酬改定、指針策定や基金による事業・取組の推進 
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１　自己負担の仕組み（平成30年8月以降）

・

・

・
・

・

・

・

・

・

・

※1 未就学児は、自己負担が｢２割｣となります。

介
護
保
険

第
2
号
被
保
険
者

40歳～64歳

住民税課税世帯等

１割

44,400円(世帯)
世帯の年間上限額の要件は、
第１号被保険者の時と同様

住民税非課税世帯等

第
１
号
被
保
険
者

65歳以上

24,600円(世帯)

年金収入80万円以下等 15,000円(個人)

本人合計所得金額が220万円以上

１割

年金収入+その他の合計所得金額
＜280（346）万円

()内は2人以上世帯
本人合計所得金額が160万円以上
220万円未満
280(346）万円＜年金収入+その
他の合計所得金額

()内は2人以上世帯

本人合計所得金額が160万円未満

住民税非課税世帯等 24,600円(世帯)

年金収入80万円以下等 15,000円(個人)

　　　　　　44,400円(世帯)
同じ世帯の全ての被保険者(サービスを
利用していない方を含む。)の利用者負
担割合が１割の場合、世帯の年間上限額
(3年間の時限措置)は446,400円となりま
す。

基礎控除後の所得の合計が
600万円超～901万円以下の世帯

167,400円＋(総医療費－558,000円)×1%

基礎控除後の所得の合計が
210万円超～600万円以下の世帯

 80,100円＋(総医療費－267,000円)×1%

基礎控除後の所得の合計が
210万円以下の世帯

57,600円

本人合計所得金額が220万円以上

２割

280(346)万円≦年金収入+その他
の合計所得金額＜340(463）万円
()内は2人以上世帯
本人合計所得金額が160万円以上
220万円未満
280(346)万円≦年金収入+その他
の合計所得金額
()内は2人以上世帯

住民税非課税世帯 35,400円

本人合計所得金額が220万円以上

３割

44,400円(世帯)

346（463）万円≦年金収入+その
他の合計所得金額
()内は2人以上世帯

15,000円

国
民
健
康
保
険
･
被
用
者
保
険

70歳～74歳

現役並み所得Ⅲ

3割

252,600円＋(総医療費－842,000円)×1%

現役並み所得Ⅱ 167,400円＋(総医療費－558,000円)×1%

現役並み所得Ⅰ 80,100円＋(総医療費－267,000円)×1%

一　般

 2割

18,000円 57,600円

区分Ⅱ 8,000円 24,600円

区分Ⅰ 8,000円 15,000円

70歳未満

基礎控除後の所得の合計が
901万円を超える世帯

3割
(※1)

252,600円＋(総医療費－842,000円)×1%

医療保険制度及び介護保険制度の自己負担額について

区　分 負担割合
自己負担限度額

外　来 入院･外来合算

医
療
保
険

後
期
高
齢
者
医
療

現役並み所得Ⅲ

3割

252,600円＋(総医療費－842,000円)×1%

現役並み所得Ⅱ 167,400円＋(総医療費－558,000円)×1%

現役並み所得Ⅰ 80,100円＋(総医療費－267,000円)×1%

一　般

1割

18,000円 57,600円

区分Ⅱ 8,000円 24,600円

区分Ⅰ 8,000円

資料２
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２　川崎市における医療費及び介護給付費の状況(平成30年度)

※ ｢国保･被用者保険｣の数値は、川崎市国保等の実績に基づく推計値となります。

合　計 490,654 423,797 66,857

後期高齢者医療 129,227 117,448 11,779

国保･被用者保険 269,908 223,494 46,414

区　分 費用総額(A) 保険者負担額(B) 自己負担額(A-B)

介護保険 91,519 82,855 8,664

(単位:百万円)
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病床機能の確保及び連携にかかる本市の取組

１ 病床機能の確保

２ 病床機能の分化及び連携

(１)病床機能の分化
○ 各医療機関の役割の明確化

○ 神奈川県の地域医療介護総合確保基金を活用した支援及び

本市独自の支援策の検討

○ 医療機関を対象とした｢地域医療構想普及啓発セミナー｣の開催 など

図１ 市内における将来の医療需要と必要病床数

(２)政策医療を担う病床機能の確保
○ 基準病床数の整備に係る公募条件の設定

○ 優先的に整備する病床の選定 など

神奈川県地域医療構想（平成28年10月策定）

◆ 今後の高齢化の進展等に伴い医療需要の増大が見込まれる中で、将来の医療需要を踏まえた医療提供体制の

構築を目的に、｢2025年の医療需要と病床等の必要量｣及び｢目指すべき医療提供体制を実現するための施策の

の方向性｣を示すものとして策定される。

◆ 取組の柱として｢①将来において不足する病床機能の確保及び連携体制の構築｣｢②地域包括ケアシステムの構

築に向けた在宅医療の充実｣｢③将来の医療提供体制を支える医療従事者の確保・養成｣が示された。

◆ 特に「病床機能の確保」においては、回復期を中心に病床機能の不足が見込まれている。

(１)将来の医療需要を踏まえた病床数の確保
○ 病院等開設許可の事前協議に基づく基準病床数の適正整備

○ 病床利用率の向上に係る支援の検討

○ 稼働していない病床の有効活用に向けた取組の検討 など

(２)異なる病床機能の連携体制の構築
○ 病床機能の分化を踏まえた医療機関相互の連携体制の構築

○ 地域連携クリティカルパスの利用を促進 など

163 1,324
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1,603

596
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5,774
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1,408
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1,157
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既存病床数(2018)

必要病床数(2025)

医療需要(2025) 休棟中

慢性期

回復期

急性期

高度急性期

３ 地域における医療・介護の連携体制の構築

○ 在宅療養者の急変時における受入体制の強化

○ 入院医療機関と在宅療養関係者の「顔の見える関係づくり」の推進 など

資料３

４ 医療機関の選択等に係る普及啓発

○ ホームページ等による病床機能・医療提供体制の情報発信

○ 「かかりつけ医」を持つこと等に関する市民啓発 など

「必要な病床数の確保」

に向けた取組

(量的対応)

「急性期から回復期を経

て、在宅復帰するまでの

円滑な流れの構築」

に向けた取組

｢必要な病床機能の確保｣

に向けた取組

(質的対応)

(神奈川県｢神奈川県地域医療構想｣及び神奈川県｢病床機能報告(平成30年度)｣をもとに作成)

本市の基本的な考え方

かわさき保健医療プラン〔2018-2023年度〕より
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